
補助金交付(定間繰入)決定及ぴの確定等の状況

令和3年度の交付(繰入)決定については、合計73件の補助申請の審査を行い、

交付(繰入)申請どおり総額約1,224億円を決定した。

令和3年度の額の確定に係る補助金審査については、合計77件の審査により、

約1,190億円の額の確定を実施した。

令和3年度補助金査の概況

2 助金審査の状況

(1)現地審査業務の実施状況

例年、補助金審査は年度末に集中する傾向にあり、 1月~3月が現地審査集中

期間となっていたが、現地審査の一部前倒しにより審査の分散を図ってきナニ。

令和3年度は新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言が4月~9月まで発出され

ていたことに加え、ワクチンの接種の状況を鑑みて、 11月下旬以降から3月ま

でで計画し、年度内に現地審査対象案件の審査を実施した。

(資料 1

0 実施時期別の現地審査業務実績(審査要員数X日数)

1)

実施時期

~10月

1 1月

1 2月

1月

2月

3月

H30年度

}・ 1・

(2)現地審査施上の主なポイント

①現地審査集中期間への対応

鉄道助成部内の審査担当課(助成第一課・第二課)を跨いで、それぞれの職員が

担当する補助メニューの枠を超えた職員の融通を行い、現地審査に必要な要員

を確保した。
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②重点審査項目への対応等

補助金審査計画において設定された重点審査項目に沿った現地審査によって、

各審査員の審査の視点が共通化され、効果的な審査が実施できナニ。

・重点審査項目について、補助金実務説明会等を通じて事業者への周知を図った

結果、補助金審査の際、効率よく確認することができた。

【参考】令和3年度重点審査項目

<1>

<2>

<3>

仕様書等の条件と実績

各種基準適合

現地審査後に進捗した工事に係る施工、支払等

契約件数が一定程度を超える事業等にっいて行うことのできる抽出審査は、第

三者委員会で了承頂いた抽出方針を踏まえ、それぞれの事業ごとに20件程度

以上を抽出し、かつ抽出した審査金額が補助対象事業費のν4程度以上とする

目標を達成した。

【参考】抽出方針

<1>

<2>

<3>

各種契約種別から1件以上

過去の実績も踏まえ、 1事業者あたり20件以上

抽出審査金額と全審査対象金額の割合を1/4程度以上

③補助金現地審査における改善指導例

補助対象工事と補助対象外工事を同時に施工した際の工事用通路に係る費用な

どの共通経費につぃて、補助対象外工事分の費用を補助対象工事の費用として

計上

工事施工に伴い配置した列車見張員について、契約人工数より実績人工数が過

少、

・ーミニレ・・・

補助対象外工事に要した費用を減算

ーーミエ〕才・

契約人工数と実績人工数の差分を減算



■ 公共施設の移設俸雁及,撤去)費用について、当該公共施設を移設するまでの

財産価値の減耗分が未控除

【参考】公共事業の施工に伴う公共補償基準要綱(昭和42年閣議決定)<抜粋>

移設費用から財産価値減耗分を控除

(建設費)

第8条既存公共施設等の機能回復が代替の公共施設等を建設することにより行なわ

ーーミニコ才・

れる場合においては、当該公共施設等を建設するために必要な費用(士地代及び建

設雑費その他通常要する費用を除く。)から、存公共施設等の処分利益及び既存公

共施設等の機能の廃止の時までの財産価値の減耗分を控除した額を補償するものと

する。ただし、既存公共施設等が国、地方公共団体又はこれらに準ずる団体が管理

するものである場合においてやむを得ないと認められるときは、その限度において、

既存公共施設等の機能の廃止の時までの財産価値の減耗分の全部又は一部を控除し

ないことができる。

2 既存公共施設等の機能回復が当該既存公共施設等を移転することによっても行な

うことができる場合において、前項の規定により算定した額が次条本文の規定によ

り算定した額をこえるときは、同項の規定にかかわらず、同条本文の規定により算
定した額を補償するものとする。

(移転費)

第9条既存公共施設等の機能回復が当該既存公共施設等を移転することにより行な

われる場合においては、その移転に要する費用(仮施設の建設等に要する費用を含

み、士地代及び建設雑費その他通常要する費用を除く。)を補償するものとする。た

だし、その費用の額が前条第一項の規定により算定した額をこえるときは、同項の

規定により算定した額を補償する。





執行状況

令和3年度

実績額執行率(%
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②令和2年度予算分(繰越)

補助金等名 当初

(資料1-2)



(%)

d / C

実績額

f

100.00

執行状況

令和3年度

執行率(%)不要額

宮= f / d h

50,203,273 62.46





鉄道防災事業当補助
(青函トンネル)

鉄道建設運輸施設整備支援機構
明Hを判う交地ネノトワークづくりに貢献ほす

(資料1-3)

個別案件

独立行政法人

鉄道建設・運輸施設整備支援機構

鉄道助成部成第一課



1.目的と補助対象事業

2.補助の仕組み

3.補助の状況

4.補助金父付手続き

次
一
=



1.目的、補助対事業及び補助率(鉄道防災事業費補助の一部)

◇補助の目的

青函トンネルは、延長約54kmの我が国最長の海底トンネルであり、北海道と本

州を結ぶ唯一の嘩路であり、同トンネルの機能を保全し、北海道と本州間の円滑かつ

安定的な人流・物流の確保を図る

◇補助対象事

青函トンネルの機能を保全するための設備の多くは、湿度が高く、塩水が浸入する

海底下という厳しい環境において劣化等が進んでいることから、これらの設備(ダ1.車

火災検知装置、先進導坑等)の改修・更新等を行う。

◇補助率

2/3 (補助対象事業費の2/3を補助)

2/3 国(補助金)

N鉄道・運輸機構



参考資料.青函トンネルの概要

1.経緯

・昭和46年9月

・昭和 6 0年3月

・昭和 6 3年3月

2.資産の保有

・(独)鉄道建設

3.トンネル延長

・53.85km

工事着手

本坑貫通

津軽海峡線開業

運輸施設整備支援機構

取付部

1 9.2km

本州方

.

陸底部 18断550m

ユレ型

浜名描坑

.

竜飛

ユレタス

送風機室

無

翫

排煙様

12
1,00。

付部

1 4.7km

排水基地 P

12
100。

排水基地回
坑12 1000先進

青函トンネル53.85km

海底部 28hn80om

叢抗

津経海峡

、 000

吉岡
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熊坐凱

3 1000
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2.補助の仕組み

事業の計凶

国の査定・調整

予算成立

国

鉄道・運輸機構(助成勘定)

鉄道・運輸機構(建設勘定) ※補助事業者



3.補助の状況

3-1.補助の実 (推移)(平成30年度~令和3年度)

予算客頁

父付(繰入)決定額

H30年度

額の確定額

1,060,000

予算年度

R元年度

1,060,000

1,406,000

1,059,209

R2

1,406,000

(単位:千円)

度

1,169,000

1,405,447

R3年度

1,169,000

1,363,000

1,168,419

1,363,000



3-2.令和3年度に実ルした事業(令和2年度繰越分を己む)

亨年度 事業費

令和2年度 1,753,500

(1,107β05)

令和3年度

1,169,000

( 738,536)

闇,

.'ニ

2,044,500

)内は、令和3年度に繰越した額を示し、内数である。

繰越

1,363,000

0 1,168,419

(単位:千円)

1,031,011

膨闇

・先進導坑・作業坑補修

地震防災施設機器更新

火災検知施設改修

定点消火施設設備更新

電力施設改修

変電所施設改修

▲
一

一
=

4=
●

,
▲
■

=
●

一
.
▲
雷



4.補助金交付手士き

4-1.交イ、手士きフロー

4-1-1.令和2年度算(

国

_、▼概算払

機構

(助成)

.

四半期毎
■

概算
請求

(審査公

■

四半期毎

■

〔通知〕

■

〔報告〕

機構
(建設)

概算払

越分)

R3.10.5

状況
報告

四半期毎

四半期毎

概算

請求

〔報告〕

〔支払〕

R4.2.1付

軽微
な

変更

R3.10.4:
■

状況

報告

.

■

皿

〔支払〕

R4.4.14

額の確定
通知

R4.428R4.4.フ

完了実績
報告

審査

R4.2.1付.
.

軽微
メ、

変更

現地審査
R3.12.15-17

■

, R4.4.14

額の確定
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■

■

R44.26
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4-1-2.令和3年度予

国

R3.421

交付
決定

R3.4.6

〔通知〕

機構

(助成)

交付
申請

(審査)

■

、▼

. R3.421

繰入
決定

概算払

四半期毎

R3.4.1

■

四半期毎

■

機構
(建設)

概算
請求

(審査公

■

.

〔報告〕

繰入

申・"

注1.事業が年度内に完了しなかったため、「年度終了報告」の手続きを行った

概算払

四半期毎

R4.3.9

R3.10.5

■

〔通知〕

四半期毎

R4.1.12

交付
決定

(変更)

概算
請求

状況

報告

R4.1.6

〔支払〕

R43.3

R3.10.4

状況

報告

増額

交付

申・"

(審査

〔通知〕
詞

■

■

繰入
決定

(変更)

〔報告〕

R3.12.24:
■

増額

繰入

申請

■

■

■

R4.331付

R4.2.1付

軽微
オ、

変更
▲■

年度
終了

報告

■

R4.1.12
R4.4.19

年度

終了

報告

※注1

〔報告〕

〔通知〕

R4.3.31付.
■

R4.2.1付・

軽微
メ、

変更

R4.4.20

現地審査
R3.12.15-17
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4-2.補助金繰入申請(令和3年度予算)
く機キ諏建設勘定)

■繰入申請書(第1号様式)簡略版

建設勘定才助成勘定

令和3年4月1日

理事長殿

鉄道防災事業費補助金繰入申請書

令和3年度における防災事業に係る鉄道防災

事業費補助金 760,000,000円を繰入されるよう

申請します。

副理事長

(公印省略)

Ⅳ 令和3年度鉄道局関係予算

分区

鉄道防災事業

機諏助成勘定)>

鉄道局予算配分概要より

北海道旅客鉄道側(函館線)

四国旅客鉄道鵬(予讃線、土讃線、予土線、牟岐線)
(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機(青函トンネル)

分概要

線

事業費【1,140百万円】 X補助率【2/3】

=補助金額【760百万円】

申請額が予算の範囲内であることを確認

10

事業費

(百万円)

186

140

1,140

1,466



(第3号様式)

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構令和3年度鉄道坊災事業費補助金計算書
(単位:円)

区分
工事支出計画額 補助率 補 金助 備考額

対策別、工事件名別

(青函トンネル機能保全)

工事

工事

地震防災施設

列車火災対策施設

電力・'電所施設

附W工事

理費

59,000,000

参考資料1

.

'田@

.

.B@

760,000,000

57 200000

1,082,800,000

1,140,000,000

注)1
2

(路盤費)

(路盤費)

(電気費)

(附帯工事費)

(越理)

1,023,800,000

計

対別は、函トン不ル能保全」に区分すること。
工事件名別は、費目別に記載すること。

75,000,000

11

432,000,000

合 2

516,800,000

3

管



参考資料①1也震防災施設機器更新
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構令和3年度鉄道防災事業工事実施件名概要書

(対策名:青函トンネル機能保全)

補助率件 名

地震防災施設機器更新 2 3

施工支

本社担当

北海道建設局

新幹線第一課

青函トンネルの内の湧水計、ひずみ計、地震計の測

定データを情報処理機器で処理し、トンネル内の安

全性を確認している。情報処理機器は、前回の改修

より10年が経過し、令和元年度に2件故障が発生し

ているため、早期に機器更新を行う必要がある。

禪,.足キ^ユ^

,軍リ1,中割1:,01ιι写

工事費(単位:千円)期工

着手使用開始竣工総工事費前年度まで当該年度次年度以降

2021年4月2022年3月2022年3月 509,000 75,000

湧水量、ひずみ量及び地震計の測定データを処理する情報処理機器及び総合監

視装置の更新を行う。

貿

^

1 '

曲田トンキル孤

,J.

就

^.

航

1真;

皇轟

60、瑛注,

響コ^

0

喰玉
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参考資料②.火災検知施設改修
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構令和3年度鉄道防災事業工事実施件名概要書

(対策名:青函トンネル機能保全)

補助率件 名

火災検知施設改修

施工支

本社担当

北海道建設局
32

設備部機械課

青函トンネル設備機能保全のため、列車運行に必

要な基本設備である列車火災検知装置のうち、緊

急に製作の必要がある赤外線温度計カメラ等の製

作・設置を行う。

火災検知装置

外線温度計カメラ

データ収集装置(AQ)

13

ぐ二二才

略

工事費(単位:千円)期工

着手使用開始竣工総工事費前年度まで当該年度次年度以降

2021年4月2022年3月2022年3月 357,0006,475,000

列車火災検知装置の構成機器のうち、青森方の検知点4箇所のデータ収集装置

(AQ)及び両数検知装置(RY)、判定処理装置(XT)の製作を行う。

また、令和2年度に製作した北海道方の検知点3箇所のデータ収集装置(AQ)及び

両数検知装置(RY)、判定処理装置(XT)の設置を行う。

貿

L3

L2

赤外線温度計カメラ

.

・両数検知装置(RY)

・高速ITV

・煙検知装置

斗

0000

R3

口
R2

、゛
、

RI

判定処理装(XT)

札幌

指令センター

郎年度

社
課
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工
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工
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図火災検知装置
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参考資料③.定点消火施設設備更新
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構令和3年度鉄道防災事業工事実施件名概要書

対策名:青函トンネル機能保全)

補助率件 名

北海道建設局
定点消火施設設備更新 2 3

新幹線第一課

列車火災が発生した場合に、列車をトンネル内の定

点に停車させ、当該箇所にて列車の消火を行うとと

もに、旅客の避難誘'を行うこととしており、水噴霧

設備及び消火栓で構成されている。

海水の塩分の影響により、配管の劣化・腐食が進ん

でおり、速やかに更新を行う必要がある。

Aヘード

〔列ユ郁)

工事費(単位:千円)期工

着手使用開始竣工総工事費前年度まで当該年度

2021年4月2022年3月2022年3月 75,000572,000

竜飛定点の水噴霧設備の配管及び配管固定金具の更新を行う。

Bへノト

(伎価下節)
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参考資料④.電力施設改修

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構令和3年度鉄道防災事業工事実施件名概要書

(対策名:青函トンネル機能保全)

期工

件 補助率名
総工事費

電力施設改修 2 3

緊急旧寺、列車停車の際、旅客等の避難・誘導に必要なトン
ネル照明を点灯させる装置であるが、劣化の著しい制御
盤、スイッチ等の改修を行う。

興興

ーー

口 郎年度

工支社

社担当課

海道建設局

気部電力課

着手

2021年4月

凹

16

使用開始

2022年3月

制御盤、個%小一斉点灯スイッチ類を改修する。

式改修(青函トンネル内)斉点灯装置

ー..

園興
..
ー^

竣工

2022年3月

=●=

興興

■^

興興

ーー

一●=

興興

ー^

工事費(単位:千円)

前年度まで当該年度次年度以降

157,0005,852

興興
..
^^

ー.ー

興興
..
ー^
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図電力施設一斉点灯装置イメージ
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参考資料0.変一所施設改修
独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構令和3年度鉄道防災事業工事実施件名概要書

(対策名:青函トンネル機能保全)

施工支
件 補助率名

本社担当

変電所施設改修 32

電源供給設備である変電所施設のうち、経年による劣化
の著しいガス絶縁開閉装置の改修を行う。

■恭
SSP DS

略

工事費(単位:千円)期工

着手使用開始竣工総工事費前年度まで当該年度

2021年4月2022年3月2022年3月 360,00010,581,900

変電所のガス絶縁開閉装置を改修する

ガス絶縁開閉装置一式改修(吉岡SS)

凹 ▲

今別SS

SP

■
SSP

■恭
SSP DS

▲▲
SP

凡例

SS:変電所

SP:き電区分所

SSP:補助き電区分所

DS:断路器

恭■
DS

吉岡SS

SPSSP

炊年度以降

[1 R3年度

春■恭

18

DS SSP DS

社
課

局
課

設
力

建
電

道
部

海
気

北
電

施
工
概
要

施
工
理
由



4-3.繰入申請内容の査~繰入決定に係る審査~

JRTT- ^C^1^.T

補助金等の名称

事業理部等の名称

算 額予

繰入申請額

繰入決定額

*補助金等の繰り入才し抄ミ定に係る審査チェックシート*

削T^,^

鉄道防災事業費補助金(青函トンネル)

1 予が確保されている

②申諮額は予算の範囲内である

③法令又は繰入基準に定める補助事業の範囲に適合している

④法令又は繰入基準に定める補助金額の算定基準に適合している

⑤補助事業の計画が繰り入れ目的に適合している

6 補助車業の計画が適正である

●飴■A

7 補助事業の金額の定に誤りがない

令和 3年度

①予算が確保されている。

②申請額は予算の範囲内である。

③法令又は取扱要領に定める補助事業の範囲に適合している

④法令又は取扱要領に定める補助事業者たる資格要件に適合している。

⑤法令又は取扱要領に定める補助金額の算定基準に適合している

⑥補助事業の計画が補助目的に適合している。

⑦補助事業の計画が適正である。

⑧補助事業の金額の算定に誤りがない。

⑨補助事業に必要な許認可等の手続力達丸られている。

審査チェック項目

審 完了日:令和

審査員

審査員

年 月 日

19
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4-4.交付申請(令和3年度算)
<機キ青助成勘定)⇔国土交通省>

口父付申請書(第1号様式)簡略版

令和3年4月6日

国土交通大臣殿

鉄道防災事業費補助金交付申請書

令和3年度における防災事業に係る鉄道防災

事業費補助金 760,000,000円を交付されるよう

申請します。

理事長

(公印省略)

Ⅳ 令和3年度鉄道局関係予算

ノ、区

鉄道防災事業

鉄道局予算配分概要より

北海道旅客鉄道槻(函館線)

四国旅客鉄道側(予讃線、土讃線、予土線、牟岐線)

(独)鉄道建設・運輸施設整備支援機(青函トンネル)

分概要

線

事業費【1,140百万円】 X補助率【2/3】

=補助金額訂60百万円】

名

申請額が予算の範囲内であることを確認

20

事業費
(百万円)

186

140

1,140

1,466



4-5.交付(入)決定通知(△和3年度予算)

口父付硫果入)決定通知(第4号様式)簡略版

国⇔機構

理事長殿

令和3年4月21日

申請のあった鉄道防災事業費補助金について

は、下記のとおり交付することに決定したので、
通知する。

交付決定通知書

国土交通大臣

(公印省略)

国から通知された

金額を建設勘定へ通知

ネ助金の{

助成勘定ゴ建設勘定

令和3年4月21日

副理事長殿

記

760000000円

申請のあった鉄道防災事業費補助金について

は、下記のとおり繰入れることに決定したので、
通知する。

繰入決定通知書

理事長

(公印省略)

21

補助金の額

・己

760000000円



4-6.補助金繰入(変更)申請(令和3年度予算)
<機キ諏建設勘定)才機キ肯助成勘定)>

口父付申請書(第1号様式)簡略版 鉄道局「補正」予算配分概要より

令和3年12月24日

理事長殿

鉄道防災事業費補助金繰入申請書

令和3年4月21日付け補助金繰入決定通知のあっ

た令和3年度鉄道防災事業費補助金について、補助
金の繰入決定の変更を受けたいので、下記のとおり

申請します。

・己

繰入決定変更申請額

繰入決定額

増減額

2.「防災

事業名

副理事長

(公印省略)

減災、国士強靱化の推進など安全

事業主体 箇所名

<都市鉄道整備事業>

神戸市交通局

<鉄道駅総合改善事業>

阪急電鉄側

1,363,000,000円

760,000,000円

603,000,000円

西神・山手線、
北神線

・安心の確保」

配分額

<鉄道防災事業>

独立行政法人鉄道建設
運輸施設整備支援機構

春日野道駅

百万円

事業費【904.5百万円】 X補助率【2/3】

=補助金額【603百万円】

事業

2,171 鉄道駅における安全・安心を確保
するため、鉄道駅のホームにおけ

る転落・接触等の防止効果の高い

ホームドアを整備する。

青函トンネル

要

750

22

駅利用者の移動等の円滑化、鉄道

駅における安全・安心を確保する
ため、鉄道駅のバリアフリー化や
ホームにおける転落・接触等の防

止効果の高いホームドアの整備を

申請額が予算の範囲内であることを確認

ノ^ノ^0

905青函トンネルの機能を保全するた
めの設備の改修・更新等を推進す
ろ



(第3号様式)

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

対策別、工事件名別

(青函トンネル機能保全)

工事費

本工事費

地震防災施設

列車火災対施設

トンネルエ、路盤

電力・変電所施設

区分＼
工事支出計画額

附一工事

管 理

令和3年度鉄道坊災事業費補助金計算書
(単位:円)

補助 補率 金 額 備考助

1,987,300,000

1→g2^

1,928,300,000

1円^OQ

267,000,000

ユ与円00円船

452,100,000

43ユ▼00^

100,200,000

0

1,109,000,000

5干鳥選^

59,000,000

57,200,000

1,363,000,000

160,、^

2,044,500,000

合 き十 1→^00
対別は、月函トン才、ル能呆」に区分すること。
工事件名別は、費目別に記載すること。

(路盤費)

(路盤費)

(路盤費)

(電気費)

(附帯工事費)

(管理費)

23

2/3



4-フ.繰入申請(変更)内容の二査~繰入決定に係る審査~

JRTT ","則畍""脚".,一倒,一榔,ー

補助金等の名称

事業管理部等の名称

額算予

繰入申請額

繰入決定額

*補助金等の繰り入れ決定に係る審査チェックシート*

鉄道防災事業費補助金(青函トンネル)

1 予が確保されている

②申請額は予算の範囲内である

③法令又は繰入基準に定める補助事業の範囲に適合している

④法令又は繰入基準に定める補助金額の算定基準に適合している

⑤補助事業の計画が繰り入れ目的に適合している

⑥補助事業の計画が適正である

.

補助事業の金額の算定に誤りがない

令和 3年度

①予算が確保されている。

②申請額は予算の範囲内である。

③法令又は繰入基準に定める補助事業の範囲に適合している

④法令又は繰入基準に定める補助事業者たる資格要件に適合している

⑤法令又は繰入基準に定める補助金額の算定基準に適合している。

⑥補助事業の計画が補助目的に適合している。

⑦補助事業の計画が適正である。

⑧補助事業の金額の算定に誤りがない。

⑨補助事業化必要な許認可等の手続力蓮丸られている。

審査チェック項目

審査完 7日令和

審査員

審査員

年 月 日

24
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4-8.交付(変更)申請

口父付申請書簡略版

国土交通大臣殿

(令和3年度予算)
<機キ諏助成勘定)才国土交通省>

鉄道局、補正_予算配分概要より

令和3年4月21日付け補助金交付決定通知のあっ

た令和3年度鉄道防災事業費補助金について、補助

金の交付決定の変更を受けたいので、下記のとおり
申請します。

鉄道防災事業費補助金交付申請書

令和4年1月6日

・己

交付決定変更申請額

交付決定額

増減額

「防災2.

事業名

理事長
(公印省略)

減災、国土強靱化の推進など安全

事業主体 箇所名

<都市鉄道整備事業>

神戸市交通局

<鉄道駅総合改善事業>

阪急電鉄樹

1,363,000,000円

760,000,000円

603,000,000円

西神・山手線、
北神線

・安心の確保」

配分額

<鉄道防災事業>

独立行政法人鉄道建設
運輸施設整備支援機構

春日野道駅

百万円

事業費【904.5百万円】 X補助率【2/3】

=補助金額【603百万円】

事業概要

2,171 鉄道駅における安全・安心を確保
するため、鉄道駅のホームにおけ
る転落・接触等の防止効果の高い

ホームドアを整備する。

青函トンネル

750 駅利用者の移動等の円j 化、鉄道
駅における安全・安心を確保する
ため、鉄道駅のバリアフリー化や

ホームにおける転落・接触等の防
止効果の高いホームドアの整備を

る

25

申請額が予算の範囲内であることを確認

905青函トンネルの機能を保全するた
めの設備の改修・更新等を推進す
る。



4-9.交付(繰入)決定通知(令和3年度予算)

口父付(繰入)決定通知簡略版

理事長殿

国⇔機構

令和4年1月12日

申請のあった鉄道防災事業費補助金について

は、下記のとおり交付することに決定したので、
通知する。

交付決定通知害

国土交通大臣

(公印省略)

国から通知された

金額を建設勘定へ通知

補助金の額

補助金の額

記

助成勘定⇔建設勘定

令和4年1月12日

変更前 760,000,000円

変更後 1,363,000,000円

副理事長殿

申請のあった鉄道防災事業費補助金について
は、下記のとおり繰入れることに決定したので、

通知する。

繰入決定通知書

理事長

(公印省略)

補助金の額

補助金の額

26

・己

"更前 760000000円

変更後 1,363,000,000円



4-10.

補助事業の遂行弐況の報告

'ヒ状況報告<年度中間(10月津&告>

交付要領

(状況報告)
第9 機構は、適正化法第12条の規定による報告については、補助金の交付の決定に係る国の会計年度の上半

期及び大臣から要求があったときとし、補助事業実施状況報告書(第7号様式)により、上半期にあっては、当

該年度の 10月15日、大臣からの要求による場合は、大臣から要求のあった月の翌月の 15日までに大臣に提

出しなけれぱならない。

繰入基準

(状況報告)
第9条副理事長は、補助事業の実施状況については、補助金の交付決定に係る国の会計年度の上半期及び機構

から要求があったときとし、補助事業実施状況報告書(第7号様式)により、上半期にあっては、当該年度の

10月5日、理事長からの要求による場合は、理事長から要求のあった月の翌月の5日までに機構に提出しなけれ

ぱならない。
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図実施弐況報告簡略版

建設勘定才助成勘定

令和3年10月4日

理事長殿

事業実施状況報告書

鉄道防災事業の実施状況について、下記のと

おり報告します。

副理事長
(公印省略)

建設勘定からの報告

に基づき大臣へ報告

R2年度工事実績額

1,018,700β48円
R3年度工事実績額

134,992,000円

記

国土交通大臣殿

機構才国

(進捗率58%)

事業実施状況報告書

鉄道防災事業の実施状況について、下記のと

おり報告します。

(進捗率12%)

令和3年10月5日

理事長
(公印省略)

R2年度工事実績額

1,018,700β48円
R3年度工事実績額

134,992,000円
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記

(進捗率58%)

(進捗率12%)



(第7号様式別紙1)

(メ、

工

トン才、ル

工

事件名別

独立行政法人鉄

イ全)

事

1 ,゛Sイf 、

区

トン、ルエ

r

建設・

分

^

工事支出計画額工

①

1,083,200,000
1 69999607フ

968200,000
1 525,700,000

336000000

336000000

125,000,000
335038000

125.000,000)
335038000

(0)
66462000

(0)
66462000

390,200,000
390500000

0
35000000

390,200,000
355500000

117,000,000
397700000

0

52000000

117,000,000
345700000

施設

<4
,,

支援機構令和3年度上半期の鉄道防災

.

、

事実

②

力

^■

額

^

管

9651969 5

859,152,895

76075086

76075086

62678000

62 釘8000

0

0

343500000

0

343500000

376899809

31 199809

345700.000

計画額との差額

① ②

工

理

量量

734 9 152

666,547105

259924914

259924914

272360000

272360000

66462000

66462000

47000000

35000000

1 000000

20800191

20800191

0

53503923

17

施状況、書(その1)

500000

(注)1
2

3

1,140.000.000
計 1 753500000 734799152

名は、「青函トンネル機能保全」とし、別に別 ること。
工事件名別は、費目別に記載すること。
当初の工事支出計画額に変更があった'合は、最終の額を記載し、当初計画額を上段にかっこ書きすること。

工事支出計画額
③

令和2年度予算

115,000,000
17429607フ

115,000,000
17429607フ

57%

56%

23%

23%

19%

19%

0%

0%

88%

0%

97%

95%

60%

100%

仕¥加報笥0あ0松、炉遉臥眛kゆ,旬蛸男、賊"鄭喝腰劇■'儀部あ0ψ、標題●は半期●字勧蛸嚇す'。

7347991 2

666.547,105

259924914

259924914

272360000

272360000

66462000

66462000

47000000

35000000

1200000

0800191

20800191

0

56,800.000
53503923

計^

②+③

106044030

106044030

1 69999607フ

1,525700,000

336000000

336000000

335038000

335038000

66462000

66462000

390500000

35000000

355500000

397700000

52000000

345700000

(単立円)

53503923

備

68252047

68252047

考

61%

61%

100%

68252047

68252047

17429607フ

17429607フ

734799152

二

青

号

一
冒

費
工

く
ー

《
.゛

一
一

一
,

一
冒

一
写

号
一

進
②

捗
/

率
①



(第7号様式別紙1)

(対策名

独立行

青函トンネル機能保全)

工事

工事

件名別

法人鉄建設・輸

区

,Jsf^三

,,fS匪1

工事支出計画額工

①

整備支援機構令和3年度と半期の

ー^
.

1.082800000

1.023.800000

432000000

357000000

75000000

75000000

75000000

157000000

157000000

359800000

359800000

^●

^

^ー

管

事実績額

②

工

理 費

106326000

106326.000

35700000

35700000

0

0

0

10000000

10000000

60626000

60626000

計画額との差額

②①

1200

防災事業実施状況調書(その1)

976474000

917.474.000

396300000

321 300000

75000000

75000000

75000000

147000000

147000000

299 174000

299 174000

28534000

(注)1

59000000

59000000

・十 1140000000 134992000

対名は、「月函トンネル機能保全」とし、河束万Ⅲ、万'1某とすること。
工事件名別は、費目別に、己載すること。

1005008000

令和3年度予算

59000000

59000000

当初の工事支出計画額に変更があった場合は、最終の額を記載し、当初計画額を上段にかっこ書きすること。
上半期の報告にあっては、標題の(月末まで)の字句は削除し、助成勘定からの要求に基づく報告にあっては、標題の(上半期)の字句は削除する。

30

工事支出計画額
③

10%

10%

8%

10%

0%

0%

0%

6%

6%

17%

17%

57200000

976474000

917.474.000

396300000

321 300000

75000000

75000000

75000000

147000000

147000000

299174000

299174000

計合

②+③

5720000028666000

59000000

59000000

1082800000

1.023,800.000

432000000

357000000

75000000

75000000

75000000

157000000

157000000

359800000

359800000

言言

(単位:円)

備

28534000

考

1005008000 1 0000000

59000000

59000000

50%

合

芸

費
工

2
 
3
 
4

ニ
=

進
②

捗
/

率
①

0
 
0

%
%

0
 
0



実状況゛告<年度末(3月津&告>4-11 ■

補助事業等が予定の期間内に完了しない場合の報告

交付要領

(当該年度内に補助事業が完了しない場合の措置)

第10 機構は、適正化法第7条第1項第5号のま定によるとき又は会社からその旨の報告を受けたときは、補助

事業が当該年度内に完了しない理由又は補助事業の遂行が困難となった理由及び当該年度内に事業が完了しない

部分又はその遂行が困難となった部分に係る対象経費を算定した書類(第8号様式)を当該年度の3月15日ま

でに大臣に提出し、その指示を受けるものとする。

繰入基準

(当該年度内に補助事業が完了しない場合の措置)

第10条副理事長は、補助事業が年声内に完了しないとき又は補助事業の遂行が困難となったときは、補助事業が当

該年度内に完了しない理由又は補助事業の遂行が困難となった理由及び当該年度内に事業が完了しない部分又はその

遂行が困難となった部分に係る対象経費を算定した書類(第8号様式)を当該年度の3月5日までに理事に提出し、その
指示を受けるものとする。
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口実施吠況報告簡略版

建設勘定⇔助成勘定

令和4年3月3日

理事長殿

鉄道防災事業の実施状況について、下記のと

おり報告します。

事業実施状況報告書

記

R3年度工事実績額

405,000,000円(進捗率19.8%)

副理事長
(公印省略)

建設勘定からの報告

に基づき大臣へ報告

国土交通大臣殿

機構⇔国

令和3年度予算

令和4年3月9日

鉄道防災事業の実施状況について、下記のと

おり報告します。

事業実施状況報告書

・己

R3年度工事実績額

405,000,000円(進捗率19.8%)

理事長
(公印省略)
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(第8号様式)

(対策名

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構
青函トン才、ル機能保全)

区分

工事件名別

工事費

本工事費

列車火災対策施設

トンネル覆工、路盤

地震防災施設

排水施設及び関連電力施設

信号・通信・変電所施設

工事支出計画額

( 1,082,800,00の

1,987,300,000

( 1,023,800,00の

1,918,300,000

( 432,000,00の

451,100,000

( 0)

100,200,000

( 75,000,00の

267,000,000

( 157,000,000)

325,000,000

( 359,800,000)

刀5,000,000

工事実績額
(3月末までの

見込み額を含む)

附帯工事費

347,800,000

計画額との差額

管理費

347,800,000

192,878,000

令和3年度鉄道防災事業実施状況調書(その2)

1,639,500,000 1,639,500,000

1,570,500,000 1,570,500,000

258,222,000 258,222,000

100,200,000 100,200,000

267,000,000 267,000,000

244,678,000 244,678,000

ム暑十

計画額

年度内に完了
しない部分

( 59,000,000)

69,000,000

0

80,322,000

との差額

遂行が困難と
なった部分

0

74,600,000

57,200,000

( 1,140,000,00の

2,044,500,000 405,000,000 1,639,500,000 1,639,500,000

1 対策名は、「函トンネル機能保全」とし、対策別に別葉とすること。

2 工事件名別は、費目別に記載すること。

3 当初の工事支出計画額に変更があった場合は、終の額を記載し、当初計画額を上段にかっこ書きすること。
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注)

令和3年叉予算

の

700,400,000

内訳

その他

57,200,000

69,000,000

700,400,000

理

本工事は、列車の安定送を確保するた
めの火災検知施設の更新、列車へ電気を供
給するための変電所施設の更新、トンネル
機能を保全するため改修を行うものであ
る。

(当初分)
当初計画では、令和3年4月の契約以降、

令和3年5月から関係者(JR・機器メーカー
等)と打合せ、現地調査を行い、機器の製
作、設置を進めていく予定であっナこ。しか
し、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
防止をうけ、打合せ及び現地調査が延期と
なった。このため、実際の現地調査は5か
月遅れの令和3年10月となり、機器の仕様
決定、製作着手も5ケ月遅れることとなっ
ナこ。また、機器の製作期間を短縮すること
は困難であるため、年度内の事業完了が困
難となった。

(補正分)
事業計画を再検討した結果、情報処理機

器の詳細設計、先進'チ坑補修の詳細設計、
トンネル内設備設計のための現地確認、詳
細設計に7か月の期間を要することが判明
した。また、これにより機器の設置等で他
工事との工程調整が発生したことで、さら
に3か月の工期を要することが判明し、年
度内の事業完了が困難となった。

以上のことから、予算の一部をやむを得
ず繰り越さざるを得なくなったものであ
る。

69,000,000

(単位.円)

由



4-12.年度終了報告(令和3年度予算)

補助事業等が予定の期間内に完了しない場合の報告

交付要領

第11 (実績報告)

1 (略)
2 機構は、機構及び会社の補助事業の全部が交付決定

書第10号様式を翌年度の4月30日までに大臣に提出しなけれぱならない。ただし、会社の補助事業の全

部が交付決定年度内に完了しない場合には、機構は事前に、会社から補助事業年度終了実績報告書を提出させる

ものとする。

繰入基準

(実績報告)

第Ⅱ条副理事長は、補助事業の全部が完了したときは、補助事業の全部が完了した日から起算して20日以内又

は翌年度の4月5日のいずれか早い日までに理事長に補助事業完了実績報告書(第9号様式)を提出するものとする

。ただし、補事業の全部力y品り入れ決定年度内に完了しない場合には、補事業年度終{炉&告皇一10号

様式)を翌年度の4月20日までに理事長に提出するものとする。

度内に完了しない場合には、補助事業年度終了実績報告
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図終了実績報告簡略版

建設勘定⇔助成勘定

令和4年4月19日

理事長殿

鉄道防災事業の年度終了実績について、繰入
基準第11号条ただし書きの規定により別紙のと

おり報告します。

年度終了実績報告書

副理事長

(公印省略)

建設勘定からの報告

に基づき大臣へ報告

R3年度工事実績額

497,984,222円(進捗率24.4%)

国土交通大臣殿

機構才国

令和3年度予算

令和4年4月20日

鉄道防災事業の年度終了実績について補助金
適正化法第14条後段の規定により別紙の通り報
告します。

年度終了実績報告書

理事長

(公印省略)

R3年度工事実績額

497,984,222円(進捗率24.4%)
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(第10号様式別紙1)

(対策名

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構令和3年度鉄道防災事業年度終了実績調書

青函トン才、ル機能保全)

残存物件等 進捗率区分

工事件名別

工事費

本工事費

地震防災施設

情報処理機器

列車火災対策施設

火災検知施設改修

定点消火施設改修

トン才、ル覆工、路盤

先進導坑

排水施設及び関連電力施設

電力施設改修

信号・通信・変電所施設

通信施設改修

変電所施設改修

附帯工事費

設計費等

1,082,800.000
1.546.515,刀8441,685,715441,685,7151.988.201,493

1.023,800.000
1,484,909,976433,390,024433.390.0241,918,300.000

75,000,000
266,967,00033,00033.000267 000,000

(75.000,000
266,967,00033.00033,000267,000,000

432,000.00の
265,313.510 185.786.490265,313,510451,100,000

357,000,000
265,313,510 110,786,490265.313.510376 100 000

(75,000,000
0 75,000,00075,000,000 0

0

0 100,200,0000100 200,000
0

0 100.200,0000100,200,000
157,000.00の

84,269.201 240.730.79984,269,201325,000,000
157,000,00の

84,269,201 240,730,79984.269,201325 000 000

359,800,000
83.刀4,313 691,225.687船'フ74.313フ75,000,000

0

61,200,0000061.200,000
(359.800,000

630,025,68783,刀4.313713,800,000 83,刀4,313
59,000,000

61.605.8028,295.6918,295,69169,901.493
59,000,000

8,295,691 61,605,8028.295.69169,901,493
57.200,000

56,298,507 056,298.50756.298,507
a ,140.000.000

合計
1,546,515,刀8497,984,2222044.500,000 49 98 2

対策名は、「青函トンネル機能保全」とし、対策別に別葉とすること。
工事件名別は、費目別に記載すること。

当初の工事支出計画額に変更があった場合は、最終の額を記載し、当初計画額を上段にかっこ書きすること。
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工事支出計画額 工事実績額 備考

0.0

合計額

補助対象実績額計画額との差額

管理費

(注) 1
2

3

0.0

25.9

25.9

10.8

0.0

11.フ

0

令和3年度予算

(%)

計画額との差額の内訳

22.2

11.9

繰越額

22.6

1,546,515,フ78

1,484,909.976

266,967,000

266.967,000

185,786,490

110,786,490

75,000,000

100.200,000

100,200,000

240,730,799

240,730,799

691,225.687

61,200,000

630.025,687

61.605,802

61,605,802

0.0

完了予定
R5.3.31

11.9

0.0

100.0

(単位:円)

58.8

その他

70.5

2 4 1.546.515,フ78

0.0



4-13.

補助事業の内容又は対象経費の配分の変更

助事計画更(ア和3年度予算

交付要領

(補助金の交付の条件)
第8

(2)機構は、甫助事業の内容または対象経費の配分についてホ更しようとするときは、大臣が別に定めるま聖散
な変更を除き、遅滞なく補助事業三十画変更承認申請第5号様式を大臣に提出し、孝嬬忍を受けなければな

らない。ただし、会社の補助事業の内容又は対象経費の配分について変更しようとするときは、機構は事前

に、会社から必要な犀嬬忍申請と提出させること。

繰入基準

(補助金の交付の条件)

第8条次に掲げる事柄は、補助金の交付を決定する場合に附する条件となるものとする。

(2)補助事業の内容又は対象経費の配分について変更しようとするときは、大臣が別に定める軽微な変更を除

き、遅滞なく補助事業計画変更承認申請書

ないこと。

第5号様式を理事長に提出し、その承認を受けなければなら
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補助事業計画の軽",な変更(令和3年度予算)4-13-1 ■

鉄道防災事業費補助交付要領実施細目個土交通省通達)

伸呈微な変更の範囲)

第3 交付要領第8第2号の国士交通大臣が定める軽微な変更の範囲は、次のとおりとする。

(1)工事件名ごとの工事費の流用先の工事費の30%以内増額、又は1千万円以内の増額のいずれか低い

(2) 1千万円以下の工事件名の追加

(3)青函トンネル機能保全に係る対象経費の費目の管理費から工事費への流用

2月1日付け

(主な変更概要) 9箇所

・工事費の精査による費目間の流用

2.3月3 1日付け

(主な変更概要) 1箇所

・管理費から建設費への流用

いずれの変更も大臣が定める軽微な変更であることを確認(変更申請の必要なし)
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4-14.補助金審査(令和2年度予算)<額の確定のための確認>

図補助金審査~額の確定までの流れ

補助金審査

重点審査項目の設定

審査日の調整

審査員の通知

完了実績報告

客頁のる寉定

令和3年11月10日

令和3年12月15日~17日
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令和4年4月14日
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現地確認<審査調書様式>4-14-1 ■

【北海道新幹線建設局】函防災

番号
区分・
契約番号

40

細目

件 名

令和2年度

支払

楽3

金額

令和3年度

支払(見込J額

楽3

令和2年度鉄道防災事業

計

契約年月日
にある

座工期聞

審査書

手年月日)
完丁年月日

収年月日 契約金額

支払状況

前年度までの支払済額本年度支払(見囚額楽1楽2

支払額支払

(単位:円)

摘奥

の
)方

契(
相



4-14-2.現地確認<工事件名毎の作業確認シート>

補助金審査審査書類チェック表面審査の必要書類

発注伺(契約稟議等の社内決裁が確認できる害類)

仕様書、数量計算書、発注図面

積算書(or見積害)

予定価格書

入札経過調害(特命随意契約の場合ぱその理由書)

契約書(or注文書・請書)

変更契約を行っている場合は、上記①~④・⑥に準じる書類

着手届

施工計画書

支給材がある場合は、支給材の払出し内容が確認できる書類

出来形検査調書

請求書・支払伝票(支払いを確認できる書類)

しゅん功届(or納品書)

しゅん功図書(竣工図面・工事写真等)

しゅん功検査調書(or納品検査調書)

請求書・支払伝票(支払いを確認できる書類)

発生品計量票(確定數量が確認できる害類)

マニフェストE票(産業廃棄物の最終処理確認用)

作業日報
(列車監視員/見張員の勤務日數が確認できる書類)

委託協定関係書類
(委託協定書・完了届・完了検査調書・事務費内訳書)

番号 2 3

不足書類(要事後提出書類)1こ「刈を。己載する

1

4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20

①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨

⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯
⑰
⑱
⑲
⑳

①
②
③
④
⑤

発
注
・
契
約

⑥
⑦
⑧
⑨
⑩

契
約

⑪
⑫

中
間
払

⑬
⑭
⑮

し
ゆ
ん
功

⑯
⑰
⑱
⑲
⑳

そ
の
他

※
4



4-14-3.現地確認<審査チェックシート>
●姦趣殴罰J RTT -"".,-0-,ー.".』^ー,ー,剛^

*補助金等の繰り入才噸の確定に係る審査チェックシート*

補助金等の名

様入決定額

実頼報告

砿定繰入金額

事項地方公共団休の協調械助

地方公共団の協謂補助力^保されている

(協調助確保額)

0)書類等の密査

①工事内宕の確認
^

②契約方法
契約手続が適正に行われ,ている
^

③契豹内容
適正な契約書等力^えられている

契約金額の基七なる積暮方怯が適切である

(コシウリートの仕様を経済的なものとして4,崎

江車内容の変更に伴う契約慶更手続が執ら九ている

④工事籠工に閏する確認
施工管理が適正1モ1テわれてし崎

支給品の管理が適正1モ1予われている

⑤工事完了に関する確認
▲し叩ん功確認が適正1モ;号わ九ている

工事が適正1乙完了している

⑥発生の処理に関する確認
、発生品の処理が適正侍行われてし喝

⑦委託工事の確認
^

適正な伯定響等が嬰え易れている

^

⑧支払に関する確認
支払条件等に基づき適正な金額が支払われている

(2)現場加査

該当の有無

事業監理部等の名称

③契約内容

^

契約金額の基と,'る鴇算方法が連切て,ある

設備等の内客の変更1モイ半う契約変更手観力噸られている

4糊入(設置)の完了に関する確認

履行碇認が適正ιモ行われてし喝円

事項調畳・設計・測量

0)類等の密査

①詞査内容の確認
^査等の内容力件博助事業R連合している

②契約方法
契約手続力ξ連正に行われている

舶章契約の理由力ξ妥当て'ある

③契約内害
適正ナ'契約書等力^れている

喫約金額の基となる積算方法力'適切である

④訳査等の完了に関する確認
履行確認が適正1こ行われている

^

⑤委託調査等の確認

⑤支払に閏する確認
・支払条件等に基づき適正な金額が支払われている

2)現場調査

のとおり1モ勧入(設^れている・仕

'当の有無項用地の取得等

0)書類等の審査

①取得内容の確認
.土地等の取保又は使用の内容力雫助事集に適会している口

②取得価格の確認

③契約内客

④引渡し等の確認
土地の弓懐し冉'適正1Ξ,テわれ'ている
ヰ畳甲陬^

⑤支払に関する確認
支払条件等に基づき適正な金額が支払われている

(2)現場調査

補助の用1こ供牛三と・カ^肯をとな0て、崎
^

項建物移転等の補償

ロ)宴類等の密査

①;甫償内客の確認
・キ角償力件書助事案に起因している

②補償金額の確認
適正な方怯1二よι1檎償金額力{寡,定されてし崎

③契約内容

年度

適正な協定書等が整晃られている

委託調盡等が適正に履行されてし喝

⑥支払に関する砿認

支払条件等に基づき適正な金額が支払われている
⑦成果物の確認

設言■図害「イ士様書等のとおりに完了してし琉,

誌当の有無

無口

42

(2)現塀調査

無口

0)容類等の喜査

①設備等の確認
設儀等の内容力く補助事劇三適合」ている

②契約方法
^

無口

缶支払に閏する確認
・支払条件等に基づき適正な金額が支払

(2)現場調査

,補償対象とナ'9た建物等の撤去が完了している

項物品・材料鱗入等

(1)書顎等の春査

①物品等の確認

②契約方法
喫約手続が連正1こ;テわれて・→,、る

^
③契約内容
^

契約の基となる金額の算定が適靭である
④納入の確認

納入の確認が連正に行われている

⑤支払に関する確認
支払条件等に基づき適正な金額が支払われている

2)現場ヨ1査

仕様T数量等が適正である

項修正指示事項の有無

摘要」

口

口

該当の有無

・今回の審査では、チェックシートの「工事」・

「調査・設計・測量」の事項の審査が該当。

「機械器具・設備」、「用地の取得等」、「建物

移転等の補償」、「物品・材料購入等」の事項は、

補助対象項目に含まれていない。

口

該当の無

補助金等金額確定日令和

寄査員

令和

年 月 日

日

最終確認

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
有

口

円
円
円
無有

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
有

ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
ロ
有



口審査チ

※、工事」

事項工事

(1)書類等の審査

①工事内容の確認

・工事内容力吽甫助事業に適合している

②契約方法

・契約手続が適正に行われている

・随意契約の理由が妥当である

③契約内容

・適正な契約書等が整えられている

・契約金額の基となる積算方法が適切である

ツクシート(1/2)

に係る項目を抜粋

・工事内容の変更に伴う契約変更手続力達丸られている

④工事施工に関する確認

・施工管理が適正に行われている

⑤工事完了に関する確認

・しゅん功確認が適正に行われている

・工事が適正に完了している

⑥発生の処理に関する確認

・発生品の処理が適正に行われている

⑦委託工事の確認

・委託工事の内容が補助事業に適合している

・適正な協定書等が整えられている

・委託工事が適正に履行されている

⑧直営工事に関する確認

該当の有無

^ 住= や

有無

^ノ^

令和2年度額の確定判定結果

⑨支払に関する確認

・支払条件等に基づき適正な金額が支払われている

2)現場調査

・設計図書、仕様書等のとおりに完成している

①・契約書及び仕様書と交付申請内容を照合し、補助事業に適合してぃ

ことを確認した。

②・契約に関する書類を確認し、適正に手続きされていることを確認

した。

・随意契約の理由の説明を受け、内容が妥当と判断した。

③・契約書の内容を確認、し、適正と判断した。

・契約金額内訳書にて積算方法が適正であることを確認した。

・都度、変更契約を適正に締結していた。

④・工事関係図書、現場調査及び施工写真を確認し、適正な施工管理

と判断した。

・該当なし

⑤・工事完成届を確認し、適正に竣功されていた。

・現場調査及び施工完了状況写真と交付申請内容を照合した結果、

適正だった。

⑥・発生品が適正に処理されていることを確認した。

⑦・委託契約書及び仕様書と交付申請内容を照合し、補助事業に適合

いることを確認した。

・協定書の内容を確認し、適正と判断した。

・現場調査及び竣工報告書を確認し、適正であることを確認した。

⑧・該当なし

⑨・変更契約書、請求書及び支払伝票により、適正に支払われている

ことを確認した。

ーー'息一.
^智 一■■

巳■
■

^ノ

(2)現場調査で図面のとおりに完成していることを確認した。
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口審査チェックシート(2/2)

※、調査_に係る項目を抜粋

事項調査・設計・測量

(1)書類等の審査

①調査内容の確認

・調査等の内容力沸甫助事業に適合している

@契約方法

・契約手続が適正に行われている

・随意契約の理由が妥当である

@契約内容

・適正な契約書等が整えられている

・契約金額の基となる積算方法が適切である

・調査等の内容の変更に伴う契約変更手続力達丸られている

④調査等の完了に関する確認

・履行確認が適正に行われている

・調査等が適正に履行されている

⑤委託調査等の確認

該当の有無

⑥支払に関する確認

・支払条件等に基づき適正な金額が支払われている

⑦成果物の確認

・設計図書、仕様書等のとおりに完了している

口

A・

有

、 r^,

,^

^

令和2年度額の確定判定結果

①・契約書及び仕様書と交付申請内容を照合し、適合していることを
確認した。

②・契約に関する書類を確認、し、適正に手続きされていることを確認
しオこ。

・随意契約の理由の説明を受け、内容が妥当と判断した。

③・契約書の内容が適正と判断した。

・契約金額内訳書にて積算方法が適正であることを確認した。

都度、変更契約を適正に締結していた。

④・履行完了届、完了検査調書等により履行確認が適正になされてい
ることを確認した。

⑤・該当なし。

(2)現場調査

L 1 イ丁

J

^、

^ノ

⑥

昌

変更契約書、請求書及び支払伝票により、適正に支払われている

ことを確認した。

契約書、仕様書等と成果物を照合し、適正に完成していることを

確認した。

該当なし。

該当なし。

⑦

=

( 2 )
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4-13-4.

令和3年12月15日~17日の3日間で実施した現地審査の結果、

適正に事業が遂行されており、査定に値する事実はなかった

結果
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4-15.完了実績報告(令和2年声予算)

補助事業等が完了したときの報告

交付要領

(実績報告)

第11 適正化法第14条の規定による報告は、補助事業完了実績報告書(第9号様式)とし、機構は、機構及び

会社のネ'助事業の全部が完了したときは、補助事業の全部が完了した日から起算して 1ケ月以内又は翌年度の4

月10日までのいずれか早い日までに大臣に提出しなけれぱならない。

繰入基準

(実績報告)

第11条副理事長は、補助事業の全部が完了したときは、補助事業の全部が完了した日から起算して20日以内又

は翌年度の4月5日のいずれか早い日までに理事長に補事業'了実ホ報告書一9号様式を提出するものとする

(略)
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図完了実績報告簡略版

建設勘定⇔助成勘定

令和4年4月14日

理事長殿

鉄道防災事業の完了実績について報告します。

完了実績報告書

副理事長

(公印省略)

国土交通大臣殿

機構⇔国

令和2年予算

令和4年4月14日

鉄道防災事業の完了実績について報告します。

建設勘定からの報告

に基つき大臣へ報告

完了実績報告書

理事長

(公印省略)
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(第9号様式別紙1)

(対策名

独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構

青函トンネル機能保全)

分区

工事件名別

工 事費

本工事費

列車火災対策施設

地震防災施設

排水施設及び関連電力設備

信号・通信・変電所施設

トンネル覆工、路盤

附帯工事費

理費

不用額(補助金)

580,457

工

着工期日

期

完了期日

管

工事支出
計画額

(1,083,200,000)

1,699,996,0刀

(968,200,000)

1,525,000,000

(336,000,000)

335,750,000

(0)

65,978,000

(390,200,00の

390,750,000

(117,000,000)

397,300,000

d25,000,000)

335,222,000

(115,000,000)

174,996,0刀

(56,800,000)

53,503,923

令和2年度鉄'方矢

補助事業の完了・工事実績額を審査調書等で確認

(注)

事実績額

対策名は、「青函トンネル機能保全」とし、対策別に別葉とすること。

工事件名別は、費目別に記載すること。

当初の工事支出計画額に変更があった場合は、又終の額を記載し、当初計画額を上段にかっこ書きすること。
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1,的9,125,392

1,524,334,914

335,609,712

65,976,561

390,612,640

396,944,001

335,192,000

174,790,478

53,503,923

計

完了実績調書(その1)

件等補
額実

助対
績

0 1,的9,125,392

1,524,334,914

335,609,712

飾,976,561

390,612,640

396,944,001

335,192,000

174,790,478

53,503,923

0

計画額との差額

0

(1,140,000,000)

1,753,500,000 1,752,629,315

0

(単位:円)

0

870,685

665,086

140,288

1,439

137,360

355,999

30,000

205,599

0

備

0

考

0

0

0 1,752,629,315 870,685

象
額

物
計

存

合

2
3



4-16.補助金の額の確定の通知(令和2年度予算)

完了実績報告の内容が妥当であると認めたときに補助金の額を確定

交付要領

(補助金の額の確定及び通知)

第12 大臣は、第11に定める甫助事業完了実績報告書の提出があったときは、これを審査し、その内容が正当

であると認めたときは、補助金の額を確定し、補助金の額の確定通知書第Ⅱ号様式により、機構に通知する

ものとする。

繰入基準

(実績報告)

第12条理事長は、前条

当であると認めたときは

するものとする。

こ定める補事業完了実炉報告書の提出があったときは、これを査し、その内容が正

所要の手続きのうえ補金の額の確定通知書(-11号様式)により盲リ理事長に通知
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口額の確定通知

国

理事長殿

簡略版

⇔機構

完了報告のあった鉄道防災事業費補助金につ 完了報告のあった鉄道防災事業費補助金につ
いては、下記のとおり確定したので通知する。 いては、下記のとおり確定したので通知する。

国から通知された

・己 ・己
金額を建設勘定へ通知

令和3年4月21日

国土交通大臣

(押印省略)

補助金額 1,168,419,543円

助成勘定⇔建設勘定

令和3年4月21日

副理事長殿

1,168,419,543円

理事長

(押印省略)

補助金額
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参考'料.工事施工例①(令和2年度予算)
図工事件名青函トンネル先進導坑・作業坑補修(1km828m付近

①ロックボルトエ(ドリルジャンボ)

着工前

」ー'A

唆 工

/ノ 一

②ロックボルトエ(ロ

51

タリーパーカッション



参考資'斗.工事施工例②(令和2年度予算)
図工事件名清函トンネル先進導坑・作業坑補修(3km80om付近)

①ロックボルトエ(ドリルジャンボ)

着工前

J-'A

坂 工

②ロックボルトエ(ロータリーパーカッション)

-4/=_/

畢
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鉄道建設運輸施設整備支援機構
明を州う交迎ネットワークdくりに貢献します



《工事概要》

項

地防災施設地震防災施設

目

路盤

28年度まで

情報処
報地震計

湧水量検知装置
トン祁覆工歪計

排水設備

列車火災対策
施設

トンネル覆工、路盤

29年度

火災検知施設

消火避難誘導施設

定点消火施設

吉岡給水ポンプ

設計費

事務費等

,●'●●●●三●●●●冒●●●●司●■■冒●●■■●●●゛●●●●●●●●'●●●●●^■●司■冒冒●●●●●冒■●●●●●●'冒●●●●●●●●●..■...^■..

排水施設及び
関連電力施設

30年度

給水ポンプ
配管

進導坑

排水施設

火災検知装置火災知'
排煙設

陸上部消火施設

定点消火施設定点消火施
風門駆動装置設配管

斜坑放水管給水ポンプ配管
水門駆装置
給水ホ'ンブ

ホ'ンプ本体及ぴ弁
類等(PI・ P2 ・門)
トンネル内誘導照明
配電所設

蓄電池

高圧配電所

信号装置等 ATC装置
地上信通機器室
空調
列車防災制御表
不装

電源装置

ATC装

CIC装置

保安器箱

非常電話装置
沿線電話機
列車無線菩電池
ITV制御装置

SeBIC

列車無線装置

光搬送装置

防災情報制御シス
ム

所塵蝶対策がス絶縁開閉
変電所等蓄電池装置
変電所等K型遠制蓄電池
制御システム
変電所等制御装
置(函館指令所)

オー1トランス冷却装置

き区分所価e電簾)

j'ス艶緑開閉装

遠制御叢置 亀

変圧器(A丁)

設計費地貫検知システム等設計
事務費等火災知装設計

太ンプ施設設計
電気施設設計
機械弥設設計
設備調査設計
火災検知装置プ
ロトタイプ製作
六災検知茎置璃地駄験

事務費等

管理費 管理費

R1年度

電力設備(排水施
設に係る)

R2年度

情報処理機
器

(参考資料)

火1'知火災検知装火災知装火1'知装火災検知装
置置 置 置 置

楚'蕉'洛"芙鷲"'楚"薫"箔"災艦"""'""""'""""""""""'だ"薫精"災竃""'"""""""""""""""'
設配管 設配管 設
側坑巻上体体)

列車制御施設

先進導坑

R3年度

情報処理機
器

本'ンプ本体据
付(P2)

特高配

トンネル設備

信号・通信・変
電所施設

がス絶
装置

先進導坑

R4年度

情報処理
器

設計

事務費等

太ンプ本体据
付(P2)

トンネル設備

通信施設

先進導坑

開閉

..............'.●....●....■.......●●●.●明冒●^●●●●●●^●●M●●^●●^●●●^●●●■●●●■■●●●■■●'●●●●'●●●●●司■●●●■●●●●冒冒冒'●●昆,●●●'●●●'●●●●●昆●.Ξ....■●●....■.^...^..冒冒..^..M...^........冒

ホ'ンプ本体据
付(PD

信通機器空

水門駆動装
置

ポンプ(配管
他)

管理費

変電所施設

トンネル設トンネル設

信通機器空
調

設計費
事務費等

●■●●●冒●■●■冒●●■●■■●^●●^●■■^●●●●●●●●●^●●^●●^●●●^●●^●●^●.^,..^.

管理費

工事附帯

ポンプ(配管
他)

設計費
事務費等

管理費

工事附帯等

ンネル設トンネル設
備

がス絶縁開閉
装置

蓄電池

●●■■●●●●■●●昆^●●^●●●●●,●●●●●^●●●司●●■'●...,●.........■.......■.■,司..■..■.■..^■.'■..ー

がス絶縁開閉
装置

蓄電池

管理費

●●●●■●●●●司●●●●●,●●●●●■●●●弔,●●■●●●司●^■■●冒冒冒●●●●●●.●.^.●^●●^.昆.^.畢

ITV制御装置

理

がス絶縁開閉
装置

変電機器(遮
断器他)

設計費
事務費等

●'^●●^●■●■●.●.●司'●.●..^●●●.●.■,.●.,...........^..^..........晶、..^■..^'.司

管理費

がス絶縁開閉
装

ト
備




